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新型インフルエンザ発生早期の対応
（概要）

・感染症発生早期の検疫・医療・搬送体制について
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新型インフルエンザ等の発生を想定

（出典）内閣官房 新型インフルエンザ等対策ホームページ. 新型インフルエンザ等対策訓練
http://www.cas.go.jp//jp/seisaku/ful/h25_kunren_kenshuu.html
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（出典）新型インフルエンザ等対策ガイドライン p56 3



パターン１ パターン２ パターン３ パターン４ パターン５

想定される

状況

致命率が極めて高

い新型インフルエ

ンザ等が発生し、

WHO は当該 国 の

発生地域の封じ込

めを決定。日本に

居所のある者のみ

帰国を促す。

病原性が 高い

又は高いことが

否 定 で き な い

新型インフルエ

ンザ等が発生

し、感染の拡が

り は 限 定 的 で

ある。

病原性が高い

又は高いことが

否定できないが、

既 に 複 数 国 に

お い て 患 者 の

発生を確認

病原性が中

等度の新型

インフルエン

ザ等と判明

病 原 性 が

季節性イン

フルエンザ

並 み と 判

明

隔離措置の

実施
実施 実施 実施 実施 なし

停留措置の

対象

当該国又はその一

部地域からの入国

者全員

患者の同行者 原則なし なし なし

健康監視の

対象
なし

患者座席周囲

の者等

患者の同行者、

患者座席周囲

の者等

患者の同行

者
なし

健康カード

の配付対象
全入国者 全入国者 全入国者 全入国者 全入国者

（出典）新型インフルエンザ等対策ガイドライン p37-38

新型インフルエンザ発生時の水際対策のパターン
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（出典）平成25年4月18日付け健康局結核感染症
課事務連絡「中国の鳥インフルエンザA（H7N9）に
関する検疫所の対応について（依頼）」
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenk
ou_iryou/kenkou/kekkaku-
kansenshou/infulenza/dl/2013_0419_02.pdf

（健康カードの例）
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（出典）新型インフルエンザ等対策ガイドライン 付属資料 6



（出典）新型インフルエンザ等対策ガイドライン 付属資料 7



（出典）新型インフルエンザ等対策ガイドライン p152 8



発生国からの帰国

帰国時に症状あり

検疫

隔離
（検疫法）

診察

搬送

帰国時に症状なし 健康カード配布

帰国後症状出現

感染症指定医療機関

（検疫所診察室） （帰国者・接触者外来）

診察

（機内）

（帰国者・接触者相談センター）

入院勧告・措置
（感染症法）

患者の同行者など

→停留 （検疫法）

疑いあり

搬送

疑いあり

家族など濃厚接触者

→積極的疫学調査・
健康観察

（感染症法）

検疫所

医療機関

医療機関

保健所

（潜伏期の相違）

健康監視→
（検疫法・感染症法）

保健所

新型インフルエンザ等の発生報告（特措法第14条）
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感染症法と
標準予防策・感染経路別予防策

・感染症法は、感染症を類型分類し、類型に応じて、法律上行える措
置・診療体制等を規定している。感染症法上の類型と感染症対策は異
なる。

・感染症対策（手指衛生・個人防護具着用等）は、すべての患者に対し
て行う標準予防策と感染経路に応じて行う感染経路別予防策がある。
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分類 実施できる措置等 分類の考え方 必要性

一類感染症

・対人：入院（都道府県知事が必要と認めるとき）等

・対物：消毒等の措置

・交通制限等の措置が可能 ・ヒトからヒトに伝染する

・その感染力と罹患した場
合の重篤性から危険性を判
断

国内での発生・拡大が想
定され、又は発生・拡大
した場合の危険性が大き
いと考えられる感染症に
ついて、法律上に規定す
る措置をとるため

二類感染症
・対人：入院（都道府県知事が必要と認めるとき）等

・対物：消毒等の措置

三類感染症
・対人：就業制限（都道府県知事が必要と認めるとき）等

・対物：消毒等の措置

四類感染症 ・動物への措置を含む消毒等の措置
・動物等を介してヒトに感
染

五類感染症 ・国民や医療関係者への情報提供 ・その他国民の健康に影響

新型インフル
エンザ等感染

症

・対人：入院（都道府県知事が必要と認めるとき）等

・対物：消毒等の措置

・政令により一類感染症相当の措置も可能

・感染したおそれのある者に対する健康状態報告要請、外
出自粛要請 等

・新たに人から人に伝染す
る能力を有することとなっ
たインフルエンザ

・かつて世界的規模で流行
したインフルエンザであっ
てその後流行することなく
長期間が経過しているもの

指定感染症
・一～三類感染症に準じた対人、対物措置（１年間に限
定）

既知の感染症で一から三
類感染症と同様の危険性

国内での発生・拡大を想
定していなかった感染症
について、実際に発生又
はその危険性があるとき
迅速に対応するため

新感
染症

当初
厚生労働大臣が都道府県知事に対し、対応について個別に
指導・助言 ・ヒトからヒトに伝染

する未知の感染症

・危険性が極めて高い

全く未知の感染症につい
て、万が一国内で発生し
たときの対応について法
的根拠を与えるため

要件指
定後

一類感染症に準じた対応

感染症法の対象となる感染症の概観とその措置
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一類感染症 二類感染症 三類感染症 四類感染症 五類感染症 新型インフルエンザ等感染症

　規定されている疾病名
エボラ出血熱
ペスト
ラッサ熱　　等

結核
ＳＡＲＳ
鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ(H5N1)　　等

コレラ
細菌性赤痢
腸チフス　　等

黄熱
狂犬病
マラリア　　等

インフルエンザ
性器ｸﾗﾐｼﾞｱ感染症
梅毒　　等

新型インフルエンザ※１

再興型インフルエンザ※２

　疾病名の規定方法 法律 法律 法律 法律・政令 法律・省令 法律

　隔離【検疫】 ○ × × × × ○

　停留【検疫】 ○ × × × × ○

　検査【検疫】 ○
×

※鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ（H5N1）
は可能（政令）

×
×

※チクングニア熱・デング熱・

マラリアは可能（政令）

× ○

　無症状病原体保有者への適用 ○ × × × × ○

　疑似症患者への適用 ○
○

（政令で定めるもの）
× × ×

○
(かかっていると疑うに足りる

正当な理由のあるもの）

　入院の勧告・措置 ○ ○ × × × ○

　就業制限 ○ ○ ○ × × ○

　健康診断受診の勧告・実施 ○ ○ ○ × × ○

　死体の移動制限 ○ ○ ○ × × ○

　生活用水の使用制限 ○ ○ ○ × × △※３

　ねずみ、昆虫等の駆除 ○ ○ ○ ○ × △※３

　汚染された物件の廃棄等 ○ ○ ○ ○ × ○

　汚染された場所の消毒 ○ ○ ○ ○ × ○

　獣医師の届出 ○ ○ ○ ○ × ○

　医師の届出
○

（直ちに）
○

（直ちに）
○

（直ちに）
○

（直ちに）
○

（７日以内）
○

（直ちに）

　積極的疫学調査の実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○

　建物の立入制限・封鎖 ○ × × × × △※３

　交通の制限 ○ × × × × △※３

　健康状態の報告要請 × × × × × ○

　外出の自粛の要請 × × × × × ○

※１ 新型インフルエンザとは、新たに人から人に伝染する能力を有することとなったウイルスを病原体とするインフルエンザであって、一般に国民が当該感染症に対
する免疫を獲得していないことから、当該感染症の全国的かつ急速なまん延により国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがあると認められるものをいう。
※２ 再興型インフルエンザとは、かつて世界的規模で流行したインフルエンザであってその後流行することなく長期間が経過しているものとして厚生労働大臣が定め
るものが再興したものであって、一般に現在の国民の大部分が当該感染症に対する免疫を獲得していないことから、当該感染症の全国的かつ急速なまん延により国民の
生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがあると認められるものをいう。
※３ ２年以内の政令で定める期間に限り、政令で定めるところにより、全部又は一部を適用することができる。

感染症に対する主な措置等
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重症熱性血小版減少症候群（severe fever with thrombocytopenia syndrome: SFTS）

: 2011年に初めて特定された新しいウイルス（SFTSウイルス）に感染することによって引き起こされる病気で、

ダニが媒介する。2013年3月、感染症法上の四類感染症に定められた。

中東呼吸器症候群（middle east respiratory syndrome:MERS）

: 2012年に初めて確認されたウイルス性疾患で、原因となるウイルスはMERSコロナウイルスと呼ばれている。重症

急性呼吸器症候群（SARS）の原因となった病原体もコロナウイルスであるが、SARSとMERSは異なる病気である。

2014年7月、感染症法上の指定感染症に指定された。なお、SARSは、2003年4月感染症法上の新感染症として位置づ

けられた後、指定感染症、一類感染症としての位置づけを経て、2007年二類感染症に位置づけられた。

鳥インフルエンザA（H7N9）

: 2013年3月末から中国で発生が報告されているA型インフルエンザウイルス（H7N9亜型）によるヒトへの感染症。

2013年4月、感染症法上の指定感染症に指定された。

エボラ出血熱

: エボラウイルスによる感染症。エボラウイルスに感染し、症状が出ている患者の体液や、体液等に汚染された物

質に十分な防護なしに触れた際、ウイルスが傷口や粘膜から侵入することで感染する。感染症法上、一類感染症に

指定されている。現在の西アフリカにおける流行を受け、2014年8月8日、WHOは、「国際的に懸念される公衆衛生

上の緊急事態（Public Health Emergency of International Concern: PHEIC）* 」であると宣言した。

最近話題となっている新興・再興感染症

＊ 2009年の新型インフルエンザA(H1N1), 2014年5月のポリオ以来、３回目

→ いずれも新型インフルエンザ等対策特別措置法の対象疾患ではない 13



感染症法上の医療提供（良質かつ適切な医療の提供を確保）

感染症類型 医療体制 公費負担医療

新感染症
特定感染症指定医療機関

（国が指定、全国に数ヶ所）

全額公費
（医療保険の適用なし）
負担割合：国3/4 県1/4

一類感染症
第一種感染症指定医療機関

（都道府県知事が指定、各都道府県
に1ヶ所）

医療保険を適用。
自己負担を公費負担
（自己負担なし）
負担割合：国3/4 県1/4

二類感染症
第二種感染症指定医療機関
（二次医療圏に1ヶ所）

三類感染症

一般の医療機関

公費負担なし

（医療保険を適用）四類感染症

五類感染症

新型インフル
エンザ等感

染症

特定、第一種、第二種感染症指定医療
機関

医療保険を適用。

自己負担を公費負担

（自己負担なし）

負担割合：国3/4 県1/4

指定感染症 一～三類感染症に準じた措置

感染症法の範囲
を超えた対応が
必要
→特措法・政府

行動計画による
対応

（発生早期）

（発生早期）
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特措法が対象とする感染症

新型インフルエンザ等
（特措法第２条第１号）

新型インフルエンザ等感染症
（感染症法第６条第７項）

新感染症
（感染症法第６条第９項）

新型インフルエンザ
（感染症法第６条第７項第１号）

再興型インフルエンザ
（感染症法第６条第７項第２号）

⇒全国的かつ急速なまん延のおそれのあるものに限定
（特措法第２条第１項第１号において限定）

政府行動計画・ガイドラインでは
「新型インフルエンザ」

と記載されている

○ 世界的な大流行（パンデミック）を起こす新型インフルエンザ及び新感

染症（主に、新たに発生した急性呼吸器感染症）を対象とする（飛沫・空

気感染対策が主体となることを想定）

○ ウイルス性出血熱その他重篤な感染症を引き起こす疾患であっても、接

触感染対策が主体となる感染症（パンデミックまで至らないもの）への対

応を想定したものではない。

新型インフルエンザ等対策の対象

特措法の制定により、新型インフルエンザ等対策の対象が明確化された。
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感染症患者と接する際の基本

適切な個人防護具の着用、手指衛生を行うことで、
患者間の交差感染を防止すること、職業感染を防止すること

（イラスト） JANIS 医療関連イラスト集
http://www.nih-janis.jp/illustration/index.html 16



標準予防策
飛沫感染予防策

接触感染予防策

標準予防策＋感染経路別予防策

空気感染予防策 結核・麻疹など

インフルエンザ・
風疹など

すべての患者に適用 感染症が判明・疑われる患者に適用

耐性菌、感染性胃
腸炎など

N95マスク

サージカルマスク

ガウン・手袋

手指衛生

必要時、PPE着用
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WHO 手指衛生
の５つのタイミング

（出典）WHO Guidelines on Hand Hygiene in Health Care
http://whqlibdoc.who.int/publications/2009/9789241597906_eng.pdf?ua=1

・目に見える汚染がある場合 → 石けんと流水による手洗い

・目に見える汚染がない場合 → 速乾式手指消毒薬

・手袋などの防護具を外した後も手指衛生

手指衛生
標準予防策における
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血液・体液・分泌物・排泄物などが

手に触れる
可能性があ
る場合

衣服に飛び
散る可能性
がある場合

眼に飛び散る
可能性がある
場合

口・鼻に飛び散る
可能性がある場合

＋
（自分の飛沫を飛散
させたくない場合）

または

予測される汚染の
程度に応じて選択

フェイスシールド

ゴーグル

手袋

サージカルマスク

個人防護具（PPE）の選び方

標準予防策における

または

ガウン エプロン
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空気感染対策 飛沫感染対策 接触感染対策

患者

部屋から出る場合
サージカルマスク

患者

部屋から出る場合
サージカルマスク

医療従事者

部屋に入るとき
N95マスク

医療従事者

1m以内で患者と接するとき
サージカルマスク

・個室
（可能な限り陰圧）

・個室
・難しい場合は
ベッドを2m以上離す

病室 病室

・個室が望ましい

・難しい場合は、
患者の排菌状況
等に応じて対応

患者物品

できる限り患者専用

病室

医療従事者

患者・患者周囲の環境に触
れる可能性がある場合

手袋・ガウン

20



PPEつけ方 PPE外し方

①手洗い・手指衛生

②ガウン

③マスク・ゴーグル

④手袋

・手袋は最後に着用

・ガウンの袖口を覆う
ように手袋を被せる

PPEは病室内で外す

（重要）手袋をした手で顔や
他のPPEを触らない

①手袋

・手袋の外側をつまみ
外側が内側になるように外す

・外した手袋は、手袋をして
いる手で持つ

・手袋の袖口から指先を滑
り込ませ、内側から外す

・手袋を廃棄し、手指衛生

②ゴーグル
・ゴーグルの柄の部分を
持って外す

③ガウン

・ひもを外す ・外側が内側にな
るように巻いていく

・ガウンを廃棄し、手指消毒

④マスク

・ひもをほどく ・ゴムひもをつまんで外す

（重要）PPEを外した後は、
手洗い・手指衛生 21



患者対応時に着用しているPPEの表面には、微生物がついている
PPE脱いだ後の手指にも微生物がついている場合がある

（重要）
PPEをつけた状態で、顔・体や周囲の環境に触れない
PPEを外した後は、手洗い・手指衛生

（出典）多剤耐性グラム陰性桿菌感染制御のためのポジションペーパー
（日本環境感染学会）

（出典）朝日新聞朝刊
（平成26年10月23日）
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パンデミック時の感染症対策について

http://who.int/csr/bioriskreduction/infection_control/publication/en/
23



早期発見のためのトリアージ

咳エチケット

空間的分離（少なくとも1m）

コホート隔離

適切な個人防護具（マスク・手袋・ガウン・眼の防護）
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エアロゾルを発生する手技の際には
N95マスクも考慮

部屋の換気

医療従事者に対するワクチン接種

標準予防策は重要
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季節性インフルエンザ
パンデミックインフルエンザ

鳥インフルエンザ 新興の急性呼吸器感染症

26
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N95マスク

毎回、シール
チェックを行う

28

サージカルマスク



標準予防策を適
応（患者間でグ
ローブを交換）

ゴーグルを再利
用する際には注
意が必要

患者と密接に接
するときにガウン
を着用

個人防護具は、
使用者を守るた
めに用いられる
が、他の人や環
境のリスクとなっ
てはいけない 29
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（出典）中東呼吸器症候群（MERS）・鳥インフルエンザ（H7N9）に対する院内感染対策
国立感染症研究所 2014年7月25日 31



（出典）厚生労働省パンフレット「新型インフルエンザ等発生に備えて医療機関に求められること」
http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou01/dl/pamphlet131220_01.pdf 32



33（出典）厚生労働省パンフレット「新型インフルエンザ等発生に備えて医療機関に求められること」
http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou01/dl/pamphlet131220_01.pdf



2014/7/23

本年度は、

厚生労働科学研究班（研究代表者：齋藤智也）の枠組
みで、平成27年２月に開催予定
⇒ 是非、ご参加ください

シナリオ付与型の机上訓練


